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1. 背景
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規制基準では、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」を

それぞれ評価し、超過確率を参照した上で、基準地震動を策定することを求めている。

原子力規制検査においてはリスク情報の活用が進みつつあるため、確率論的リスク評価の構成要素の1つ

である確率論的地震ハザード評価の精度向上が重要となる。

(１)震源を特定せず策定する地震動の評価

規制基準では、内陸地殻内地震の震源近傍の観測記録を対象に、「全国共通に考慮すべき地震動」及び

「地域性を考慮する地震動」の2種類を検討対象とすることを求めている。

全国共通に考慮すべき地震動（Mw6.5程度未満の地震対象） ：

• 原子力規制委員会が設置した検討チームにおいて「標準応答スペトル」が策定され、中長期課題が整
理された。標準応答スペクトルは令和3年に規制に取り入れられた。

• これまでは、標準応答スペクトルに係る中長期課題を解決するために、新たな観測記録の収集・追加
解析、はぎとり解析手法・距離減衰式に係る調査・試検討等を実施し、残された課題を整理した。

• 課題１-1：上記の中長期課題について引き続き最新知見の蓄積・反映を行うことが重要である。

地域性を考慮する地震動（Mw6.5程度以上の地震対象） ：

• 審査ガイドでは「平成12年鳥取県西部地震」及び「平成20年岩手・宮城内陸地震」を検討対象地震
として例示している。

• 課題１-2：上記2つの地震の一部の観測記録には地形、地盤の非線形等による影響が含まれているた
め、原子力サイトのような硬質地盤の解放面における地震動の算定が困難である等の課題がある。



1. 背景（続き）
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(２)敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の評価

地震動を評価する際に、支配的な震源断層パラメータを分析した上で、必要に応じて不確かさを組み合

わせるなどの適切な手法を用いて考慮することが求められている。

これまでは、地震動解析事例の蓄積により、震源断層パラメータの不確かさや既往の経験式との整合性

等に関する知見を得た。

課題2-１：上記不確かさの取り扱いについて、主要パラメータの不確かさの考慮による手法の保守性の

確認に留まっており、全体を俯瞰した上でのモデル設定の合理的な説明が不足している。

⇒ 確率論的な視点から、観測地震動のばらつきと調和させた地震動評価を行うことが重要である。

課題２-2：断層極近傍の地震動評価において、地震調査研究推進本部で公表した2016年熊本地震の観

測記録に基づく断層モデル法の検証の中間報告では、浅部断層破壊のモデル化を含めて断層極近傍へ適

用可能な地震動評価手法の検討が課題としてあげられている。

⇒断層極近傍の地震動評価に関して、関連の研究動向を反映した評価手法を適時に検討することが重要

である。



1. 背景（続き）
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(３)確率論的地震ハザード評価

リスク情報を活用した原子力規制検査においては、事業者が安全性向上評価のために作成した確率論的

リスク評価（PRA）モデルの適切性を確認するが、様々な内部事象及び外部事象（地震を含む）を考慮

したPRAの実施手法は、必ずしも実用に資するレベルに到達していない。

上記を踏まえ、地震に対するPRA実施手法の構成要素である確率論的地震ハザード解析（PSHA）手法

については、以下のような検討を行うことが重要となる。

• 地震発生モデル、地震動特性等における不確かさを適切に評価し評価手法の信頼性向上を図る。

• 将来的に確認ガイドの改正等を行い、原子力規制検査や安全性向上評価の高度化に資する。
課題3-１：これまでに、活断層による地震を対象に、従来の同じ規模の地震が繰り返し発生する固有地

震モデルではなく、固有規模に不確かさを考慮した地震発生モデルについて調査・解析を実施した。

⇒ 以下について課題があることが分かった。

• 活断層における固有の地震規模よりも一回り小さい地震のモデル化上の取り扱い。
• 震源を予め特定しにくい地震等の領域震源として扱う地震のモデル化方法。

課題3-２：PSHAに影響を及ぼす各種不確かさの中では、地震動を推定する距離減衰式のばらつきの寄

与が最も顕著であることが知られている。特に現行の距離減衰式は広域かつ複数観測点のデータから回

帰しており、単一サイトの地震動のばらつきが評価されていない。

⇒ 原子力サイトのような特定地点のPSHAへの適用性について課題がある。



2. 目的
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本プロジェクトでは、震源を特定せず策定する地震動及び敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

の評価手法の調査を行って技術的知見を蓄積するとともに、確率論的地震ハザード評価手法の改善を行

い、地震動評価の精度向上を目的とする。

(1) 震源を特定せず策定する地震動評価の精度向上

震源を特定せず策定する地震動のうち、全国共通に考慮すべき地震動（Mw6.5程度未満）の標準

応答スペクトルに関する新たな観測記録の追加解析、最新知見を反映した手法に係る分析等を行うと

ともに、地域性を考慮する地震動（Mw6.5程度以上）の評価手法を調査・整備し、地震動評価の精

度向上を図る。

(2) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動評価の精度向上

確率論的手法を用いた断層モデル法を調査し、震源パラメータの設定における不確かさの取り扱い

に係る知見を蓄積するとともに、地表に地震断層が現れた内陸地殻内地震の地震動検証解析等を実施

することにより、敷地ごとに震源を特定して策定する地震動評価の精度向上を図る。

(3) 確率論的地震ハザード評価の精度向上

活断層で発生する地震及び領域震源として扱うような地震の規模・発生頻度等のモデルの設定手

法、及び地震動におけるサイト特性等の不確かさの適切な評価方法を調査・分析し、確率論的地震ハ

ザード評価の精度向上を図る。



3. 研究の概要
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(1)震源を特定せず策定する地震動評価の精度向上

(2)敷地ごとに震源を特定して策定する地震動評価の精度向上

(3)確率論的地震ハザード評価の精度向上
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（1）震源を特定せず策定する地震動評価の精度向上

【令和5年度までの主要成果】

・検討チームにて「全国共通に考慮すべき地震動」の標準応答スペクトルを令和元年度に策定した（図1）。

・新たに起きた地震の観測記録（5年間分）の追加解析を行い標準応答スペクトルへの影響を確認した。

・はぎとり解析手法及び距離減衰式に係る調査、試検討等を実施し、その結果と残された課題を整理した。

【課題】

・【課題1-1】標準応答スペクトルについて引き続き観測記録の蓄積及び検討手法の精度向上を行うことが重

要である。

・【課題1-2】「地域性を考慮する地震動」に該当する2つの地震の一部の観測点において、特に地表の観測

記録に地形、地盤の非線形等による影響が含まれているため、硬質地盤の解放面における地震動の算定が困

難である。

図1 震源を特定せず策定する地震動の標準応答スペクトルの検討
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【令和６年度以降の研究内容】

・【課題1-1】これまでに対象とした平成12年から令和4年までの期間よりも後に起きた内陸地殻内

地震の震源近傍の観測記録の収集・追加解析を継続的に実施して定期的に標準応答スペクトルへの影

響確認を行うとともに、はぎとり解析手法及び距離減衰式（補正処理等に使用）に対して最新知見等

を反映するための調査、分析、適用解析等を実施し、標準応答スペクトル評価の精度向上を図る（図

2）。

・【課題1-2】「地域性を考慮する地震動」（Mw6.5程度以上）については、対象地震の地震動観測

記録を精査・解析するとともに、適切な観測記録のない地域にも適用可能な確率論的手法等に基づい

た地震動評価結果と比較検討を行うことにより、地域性を考慮する地震動の評価手法の適用性を確認

する。【新規テーマ】

（1）震源を特定せず策定する地震動評価の精度向上

①はぎとり解析手法の精度向上 ②距離減衰式の高精度化

地中観測記録
従来手法
改良手法１
改良手法２
新たな手法

震源近傍
観測記録
に適用

地震1 地震2 地震n

・・・
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震源特性 減衰特性地震動強さ

地中記録の
はぎとり結果

＜基準地盤における基本式＞複数のはぎとり解析
手法の適用性確認

＜地盤補正項＞
A) 地盤の速度と

地盤増幅率の関係（Gv）

B) 基盤までの深さと
Aの回帰残差の関係（Gz）

地
盤
増
幅
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図2 震源を特定せず策定する地震動評価の精度向上
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（２）敷地ごとに震源を特定して策定する地震動評価の精度向上

【令和５年度までの主要成果】

・国内で起きた内陸地殻内地震並びに海外で起

きたプレート間地震及び海洋プレート内地震に

係る地震動解析を行い、震源断層パラメータの

不確かさや震源断層パラメータの既往の経験式

との整合性等に関する知見を蓄積した。

【課題】

・【課題2-1】震源モデルの不確かさの取り扱い

について、主要パラメータの不確かさを考慮し

たモデルを構築して地震動解析を行うことによ

り手法の保守性の確認に留まっており、全体を

俯瞰した上でのモデル設定の合理的な説明が不

足しているとの課題がある。

①不確かさの評価 ②不確かさの考慮

③評価地点の設定 ④ばらつき分析

断層周辺の地震動の面的分布を計算

特性化震源モデル

LMGA：長周期地震動
生成域

SMGA：強震動生成域

図3 震源パラメータの不確かさの取り扱いに係る調査の流れ

【令和６年度以降の研究内容】

・【課題2-1】震源パラメータの設定における不

確かさの評価について調査・分析し、相関性を

考慮した複数パラメータの不確かさの確率分布

に基づき、不確かさを考慮した断層モデル法に

よる地震動評価を行い、その結果を観測地震動

のばらつきと比較・分析することにより、断層

モデル法の確率論的地震動ハザード評価への適

用手法を整備する（図３）。 【新規テーマ】
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（２）敷地ごとに震源を特定して策定する地震動評価の精度向上

【令和６年度以降の研究内容】（続き）

・【課題2-2】断層極近傍の地震動評価において、地震調査研究推進本部が公表した2016年熊本地震

の検証の中間報告では、浅部断層破壊のモデル化を含めて断層極近傍へ適用可能な地震動評価手法の

検討が課題として挙げられている。本研究では、地震調査研究推進本部の動向等を踏まえつつ、地表

に地震断層が現れた内陸地殻内地震の地震動検証解析等をに実施する（図４）。
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図4 震源極近傍の地震動評価のスキーム
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（３）確率論的地震ハザード評価の精度向上

【令和５年度までの主要成果】

・活断層による地震を対象に、従来の同じ規模の地震が繰り返し発生する固有地震モデルではなく、固

有規模に不確かさを考慮した地震発生モデルについて調査・解析し、PSHAへの影響を把握できた。

・既存の距離減衰式を対象に単一サイトのばらつき評価について調査し、評価手法の知見を蓄積した。

【課題】

・【課題3-1】活断層で発生する地震について、図５①に示すように固有地震よりも一回り小さい地震

も発生しており、モデル化上の取り扱いに課題がある。また、震源を予め特定しにくい地震等の領域

震源のモデル化方法についても対象地震や規模の設定等について課題がある。

・【課題3-2】現行の距離減衰式は広域かつ複数観測点のデータから回帰しており、単一サイトの地震

動のばらつきが評価されていないため、原子力サイトのような特定地点のPSHAへの適用性について

課題がある。

【令和６年度以降の研究内容】

・【課題3-1】活断層で発生する固有規模の地震及び一回り小さい地震並びに領域震源として扱うような

地震を対象に、発生頻度等の地震発生モデルの設定方法並びに震源モデルを特定震源及び領域震源とし

てモデル化する際の設定方法について調査・分析を行い、課題抽出、モデルの改善、試解析等を実施す

る（図5①）。【新規テーマ】
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（３）確率論的地震ハザード評価の精度向上

図５ 確率論的地震ハザード評価の精度向上
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【令和６年度以降の研究内容】（続き）

・【課題3-2】原子力サイトの地盤に適用可能な距離減衰式におけるサイト特性等の不確かさの分析を行

う（図５②）。また、本研究での分析結果を反映したPSHAを行い、その影響度合いを分析する（図５

③）。
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